



年代後半から数年の間に, 日本, 中国, 韓国はカ
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交渉の経過 (対立点), 漁業協定 (妥協点) の内容, 漁業協
定の影響を考察するものである｡
主な漁業交渉, 漁業協定には, ①マッカーサーライン (
年) と李承晩ライン (年)の設定, ②日韓漁業会談 (
～年) と日韓漁業協定 (年), ③日中民間漁業協定











 漁業の国際関係は, 国と国の関係の一部である｡ 当たり



























 一方, 国際海洋制度も変化している｡ とりわけ, トルー



















































韓国という), 朝鮮民主主義人民共和国 (以下, 北朝鮮とい
う) という分断国家が成立した｡ 	年６月に朝鮮戦争が勃














ものであった｡ 今日でいう ｢漁業専管水域｣ である｡
李ラインの設定は, マ・ラインの撤廃を見すえて ｢２割
減船｣ を行った以西底曳網・以西トロールにとって衝撃で
























を許可制にするとともに, 違反者には懲役, 禁錮, 罰金を科
すとした｡
この後, 年９月にクラーク国連軍司令官が李ラインの
内側に国連軍防衛水域 (クラークライン) を設定した｡ 朝鮮
戦争中の軍事上の必要からで, 日本漁船も規制されるとした｡
李ラインとは性格も範囲も異なり, 範囲は李ラインよりはる










政権を維持), 年末から中国 (	年月, 中華人民共










結まで続き, 累計隻, 抑留乗組員は人に及んだ｡ 漁
業種類別では, 以西底曳網が最も多く, 次いで延縄, まき網,
































































これに対し, 日本側は, ①漁業水域をカイリ, その外側
に共同規制水域 (カイリ) を設ける｡ ②共同規制水域での
取締り権は旗国主義とし, 日本側の規制対象漁業は以西トロー








張した｡ それが否定され, 共同規制水域となった後は, 取締
り権について, 日本の旗国主義の主張に対し, 共同取締りを




































































韓国の漁業 (養殖業を除く) は, 年代半ばまでは万





ち, 遠洋漁業はマグロ延縄だけで, 沖合漁業 (韓国では近海
漁業と呼ぶ) の漁獲量は全体の約半分を占めた｡ 主な沖合漁
業は, 大型と中型の機船底曳網, エビトロール, 大型あんこ
























る｡ 一方, 韓国の底曳網 (大型・中型底曳網, 東海区トロー
長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
表１ 共同規制区域における日韓漁獲量の推移
単位：千トン
資料：佐竹五六 『国際化時代の日本水産業と海外漁業協力』 (成山堂書店, 平成９年) 

























下, 中国という) を樹立すると, 中華民国政府は大陸から撤
収して台湾に移った (同年月)｡ 台湾への移動にあたって,





















一方, 台湾の沖合漁業 (台湾では近海漁業という) は, 機
船底曳網	隻, まき網	統が主で, マグロ延縄漁船は多かっ










目)｡ 動力漁船 (全体) 数は, 年の隻余が	年に
は倍増し, そして年には１万隻を超えた｡ その後も, テ
ンポは鈍るが, 増加して, 年には隻に達した｡
 中国と北朝鮮の漁業関係)
一方, 中国は, 朝鮮戦争を経て, 東西対立が緩和するきざ
しをみせた年代後半に周辺国との関係構築に乗り出す｡































た｡ 拿捕は年まで続き, 累計隻, 抑留船員人に





























































りで, 漁業勢力の差は歴然としていた｡ 中国側も, 漁業協定

















制 (統一買い付け, 統一販売) によって漁業も停滞するよう
になった｡ 年から集団所有の人民公社に編成され, ま

















ン, 無動力漁船によるもの万トン, 沿岸 (機船底曳網漁業
禁止区域内) 漁獲量が万トンであった｡ 日本は万トンで,
うち万トンが動力底曳網漁船による漁獲である｡ 朝鮮 (韓




























































なった (前掲表２参照)｡ まき網の規制は, 既存の規制漁区
とは別に規制漁区３つを設け, うち１つは日本漁船は入漁し
ない, 他の２漁区は入漁期間と隻数 (日本側統, 中国側
統) を決めた｡ その他, 魚体長制限, 網目・馬力・光力規制






























で千トン, まき網は統 (漁獲量は不明) であった｡
中国の ｢文化大革命｣ は年間にわたって, 行政組織の機
能停止, 社会的混乱, 経済停滞を招いた｡ 海面漁獲高はそれ





グチ, タチウオ, ヒラメ, カレイ) の資源が減少した｡ しか











































また, 共同規制措置として, 日本側は民間協定と同様, 特
定の海域について特定期間の隻数制限を提案した｡ 中国は,
資源保護と沿岸漁業保護のため, 漁船の主機関の馬力数によっ
て操業海域を決め, その中で隻数制限, 休漁区, 保護区を設
けることを主張した｡ 日本側はそれは民間協定に比べて非常
















を引き継いで, ２ヶ所の休漁区, ３ヶ所の保護区の設定, 機
船底曳網に対しては幼魚漁獲規制 (キグチ, タチウオの体長
制限, 網目規制), 機船まき網に対しては幼魚漁獲規制 (マ
サバ, マアジ, マルアジの体長制限, 網目規制), 灯船の集













②機船まき網 (集魚灯利用のもの) については, 馬力
で規制する (機船底曳網の馬力制限ラインと同じライン)｡
機船底曳網漁業禁止ラインから馬力制限ラインの間を保護区
とし, 保護区を２つに分け, 第１保護区 (北緯度以北) は
日本漁船の操業を禁止 (中国漁船も禁止に準じた措置), 第
２保護区 (北緯度以南) は保護期間と操業隻数 (日本統,






定の実施状況, 資源評価, 協定の改定が協議された｡ そのう
ち, 協定 (附属書) の改定にかかわるものをあげると, 		
年１月には, 日本漁船の名簿の提出, 底曳網の休漁期間 (第
１休漁区, コウライエビの保護) の延長, 底曳網の保護区の
拡張 (第２, 第３保護区) と１ヶ所の増設 (第４保護区) を








































 日中漁業協定 (民間と政府間) の変遷
日中漁業協定は, 民間協定と政府間協定では内容は大きく
変わったし, その後のカイリ体制を前提とした新漁業協
定ともなると, 一新される (表４)｡ 民間協定は年から
年まで年間 (この間, ～	年の５年半失効) 続









定され, また, 区域の増設や区域の拡大が行われた｡ 保護区




















深刻な減少を示した｡ 例えば, ～年の年間で, 漁船










界初の自主減船 (隻) に追い込まれた｡ 漁獲物の変化と
北洋すり身の出現と急速な普及により, 以西底曳網の漁獲物
はねり製品原料 (グチ, ハモ, エソなど) 向けから惣菜用





大中型まき網は, 	～	年の間, 許可数は	統, 漁獲量
は～	万トンで安定していた｡ その他漁業にはアマダイ・




















資源の減少 (魚群密度の低下), 経済魚種の小型化 (幼魚比























表４ 日中漁業協定 (民間および政府間) の歴史
注１：共同規制区域と保護区は, 盛漁期の操業隻数を制限するもの, 禁漁区は周年, 休漁区は期
間を定めて休漁とするもの｡
２：政府間協定の休漁区, 保護区の保護対象はコライエビ, マダイ, タチウオ, キグチ, フウ
セイなど｡






















年) 			, 韓重健 『韓国漁業の概観 (年)』
(水産庁, 昭和年) 
	, 浜島謙太郎 ｢長崎県揚繰網
漁業発達史｣ 『水産ながさき ２』 (昭和年２月)





『国際漁業資料 第７号』 (昭和年３月) , 中
山八島 ｢朝鮮半島周辺海域の漁撈制限｣ 『国際漁業資料
第号』 (昭和年３月) ｡















, 前掲 『二百海里概史』 	
, 水産庁韓国漁業研究グループ 『韓国の漁業 Ⅰ』
(日本水産資源保護協会, 昭和
年) , 同 『同 Ⅱ』





, 川上健三 『戦後の国際漁業制度』 (大
日本水産会, 昭和
年) , 大田耕祐 ｢日韓漁
業対策運動の歩み その二｣ 『水産界 	』 (昭和
年５月) 	, 吉崎司郎 ｢日韓漁業協定発効後の
わが国の漁業｣ 『農林金融 』 (年７月)


, 『水産庁	年史』 (同刊行会, 平成	年)

, 崔宗和 『現代韓日漁業関係史研究』 (韓国
海洋水産部, 			年, ハングル) 
	, ｢日韓漁業




, ｢日韓漁業協定本調印成る｣ 『水産界 』
(昭和
	年７月) 
４) 『台湾関係漁業資料』 (水産庁生産部, 昭和年４月) 





年, 中国語) , 中華人民共和国農業部漁業
局 『中国漁業五十年大記事』 (中国漁業出版社, 年,
中国語) 

６) 日中漁業協議会編 『一九五五年一月－四月 日中漁業会
談記録』 (日中漁業協議会, 昭和	年) 	,
同 『同 (別冊)』 (同) , 同 『一九五六年四月－
五月 第二次日中漁業会談記録』 (日中漁業協議会, 昭
和年) , 前掲 『二百海里概史』 ,





漁業の生産と資源問題｣ 『水産ながさき 』 (昭和




, 『日中漁業問題について』 (日中漁業懇談会, 昭和
年) , 『日中漁業総覧』 (日中漁業協議会, 昭和
年) 	, 中国研究所編 『中国の漁業政策
と漁業生産の現状』 (日中漁業協議会, 年) 	
, 同 『同 一九五七年版』 (同, 昭和年) ,
同 『同 一九五九年版』 (同, 年) 
７) 前掲 『二百海里概史』 , 『昭和年度相互入
漁協定実施国内調整事業報告書 (中国編)』 (大日本水産
会, 昭和年) , ｢脱皮する以西底曳漁業｣ 『海の
光 年１月』 , 前掲 『二拾年史』 









, 浅川謙次 『一中国の海洋漁業 二中国の浅海養殖




の経過』 (日中漁業協議会, 昭和年) , 西
海区水産研究所編 『日中漁業協定が漁業活動に及ぼした
影響と底魚資源からみた協定の意義』 (日中漁業協議会,
年) , 同 『北緯度以南の東海底曳漁場につ
いて』 (日中漁業協議会, 年) , 『日中漁業協
議会訪中団報告書 昭和三十八年一～二月』 (日中漁業協
議会) , 田口新治 ｢日中緊急事態の要因｣
『水産界 』 (昭和年９月) 		, 鹿島一郎

















国水産資料 中国農業年鑑 年版抜粋』 (日中漁業協
議会, 昭和年) 
, 『中華人民共和国の水産
業』 (海外漁業協力財団, 昭和年) , 『中国の
水産業改革	年』 (海外漁業協力財団, 年) 

	





｢以西底曳この二十年の動き｣ 『水産界 	』 (昭和
	年３月) 
長崎大学水産学部研究報告 第号 (		) 
